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利 用 上 の 注 意 

 

１ 本速報は、平成18年12月31日現在で実施した工業統計調査結果（従業者４人以上の製造事業所）に

ついて集計、分析を行ったものである。ただし、「有形固定資産投資総額」及び「リース契約額及び支払

額」は、従業者30人以上の製造事業所である。 

 

２ 各集計項目の説明 

 (1)事業所数 ……………… 平成18年12月31日現在の数値 

 (2)従業者数 ……………… 平成18年12月31日現在の常用労働者（正社員、パート、出向･派遣受入

者）、個人事業主及び無給家族従業者の合計 

 (3)製造品出荷額等 ……… 平成 18 年中における製造品出荷額（製造工程から出たくず、廃物等の売

却による収入額を含む）、加工賃収入額及び修理料収入額の合計額 

 (4)生産額 ………………… 製造品出荷額等 ＋ （製造品年末在庫額 － 製造品年初在庫額）＋

               (半製造品及び仕掛品年末在庫額 － 半製造品及び仕掛品年初在庫額） 

(5)付加価値額 …………… 生産額 － ( 内国消費税額 +原材料使用額等+減価償却額)    

※ 従業者29人以下の事業所は、在庫額を調査していないため製造品出荷額等を生産額とみなし、 

減価償却額を調査していないため、粗付加価値額として算出。 

  (6)有形固定資産投資総額… 取得額＋建設仮勘定の年間増減（従業者30人以上の事業所） 

  (7)付加価値率 …………… 付加価値額/製造品出荷額等×100 

 

３ 産業分類の変更（第11回改訂）と時系列比較について 

 日本標準産業分類第11回改訂（平成14年 3月）により、従来、製造業であった「新聞業」、「出

版業」が情報通信業に、「もやし製造業」が農業に移動して、非製造業（工業統計対象外）の扱いと

なった。 

 「新聞業」、「出版業」は平成13年までは製造業であったことから、13年との比較では「新聞業」、

「出版業」を除いた数値で行っている（12年まではこれらを含んだ数値である）。 

 また、「もやし製造業」は、旧細分類「1294 こうじ･種こうじ･麦芽･もやし製造業」の一部分であ

ることから、すべてこれを含んでいる（新細分類「0999他に分類されない食料品製造業」に移行）。 

 

４ 統 計 表 

  各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているので、積み上げと合計が一致しない場合がある。比率

は、小数点以下第２位で四捨五入している。また、空白は該当数値なし、「０」は四捨五入による単位

未満、「▲」はマイナスの数値を表している。 

 統計表中「χ」は、１又は２の事業所に関する数値で、これをそのまま表示すると個々の申告者の秘

密が漏れる恐れがあるため秘匿した箇所であり、３以上の事業所に関する数値であっても、１又は２の

事業所の数値が前後の関係から判明する箇所も同様に「χ」で秘匿している。 

   

 

５ そ の 他 

  調査日現在に休業中、操業準備中及び操業開始後未出荷の事業所については、集計から除外されてい

る。この調査結果は、県独自に集計したもので、経済産業省が公表する「工業統計表」の数値と相違す

ることがある。また、後日刊行する平成18年「富山県の工業」の数値と若干相違することがある。 

 
 
 
 
     問い合せ先：〒930-8501 富山市新総曲輪1番7号 
                       富山県経営管理部統計調査課商工係 

電話：076-444-3193(直通) 
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１ 概  況 (従業者 4人以上の事業所) 

 

１  事業所数  ≪前年比▲5.6％の減≫ 

・ 事業所数は 3,320 事業所で、前年に比べ 196 事業所減少(前年比▲5.6％減)した。 

・ 業種別（中分類２４業種）では、「輸送機械」など２業種で増加し、「金属製品」「食料品」など 16

業種が減少した（６業種は前年と同じ）。 

 

２  従業者数  ≪前年比 1.7％の増≫ 
・ 従業者数は 126,030 人で、前年に比べ 2,140 人増加（前年比 1.7％増）した。 

・ 業種別では、「一般機械」「非鉄金属」「輸送機械」など 11 業種で増加し、「木材・木製品」「繊

維」など 13 業種で減少した。 
 

３  製造品出荷額等  ≪前年比 3.8％増と平成 15 年以来 4年連続の増加≫ 
・ 製造品出荷額等は３兆 7,254 億円で、前年に比べ 1,360 億円増加（前年比 3.8％増）し、2003

年（平成 15 年）以来、4 年連続で増加した。 

・ 業種別では、「非鉄金属」「一般機械」など 16 業種で増加し、「化学」「木材・木製品」など８業

種で減少した。 

・ 構成比では、①「一般機械」14.1％、②「化学」13.1％、③「金属製品」11.6％、④「電子部品」

11.3％、⑤「非鉄金属」10.2％と、上位５業種で約６割（60.4％）を占めている。 

・ 製造品出荷額等は全国 27 位、1 事業所当たり製造品出荷額等（11 億 2,211 万円）で全国
20位、従業者１人当たり製造品出荷額等（2,956万円）で全国 30位であった。  
 

４  付加価値額   ≪前年比▲6.6％の減≫ 
・ 付加価値額は１兆4,363億円で、前年に比べ1,015億円の減少（前年比▲6.6％減）となった。 

・ 業種別では、「一般機械」など９業種で増加し、「化学」「金属製品」など 15 業種で減少した。 
・ 付加価値率は 38.6％（前年 42.8％）で、全国 11位（前年 3位）であった。 
 

５  有形固定資産投資総額（従業者 30 人以上の事業所） ≪前年比 31.3％の増≫ 

・ 有形固定資産投資総額は 1,820 億円で、前年に比べ 434 億円増加（前年比 31.3％増）した。 

・ 業種別では、「プラスチック」など 15 業種で増加し、「飲料・飼料」など６業種で減少した。 

 

６  リース契約額及び支払額（従業者30人以上の事業所） ≪リース年間契約額は541億円≫ 

・ リース年間契約額は 541 億円、リース年間支払額は 341 億円であった。 

 

７  地域別の動き  ≪製造品出荷額等は３つの地域で増加≫ 

・ 製造品出荷額等については、前年と比較して富山地域、高岡・射水地域、砺波地域の 3 地域

で増加し、新川地域で減少した。 
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表１　平成18年富山県の工業の概況（従業者４人以上の事業所）
前 年 比 (%)

17年 18年 増減
富山県 全国

事 業 所 数 3,516 3,320 ▲ 196 ▲ 5.6 ▲ 6.6

従 業 者 数 （人） 123,890 126,030 2,140 1.7 0.6

製 造 品 出 荷 額 等 （万円） 358,935,088 372,539,014 13,603,926 3.8 6.4

付 加 価 値 額 （万円） 153,781,981 143,634,060 ▲ 10,147,921 ▲ 6.6 3.2

有形固定資産投資総額 （万円）
（従業者30人以上の事業所）

実　　       数

4,339,244

18年／17年項　    　　　　目

31.3 11.313,864,459 18,203,703

図１ 主要項目10年間の推移(平成12年=100)
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                       ≪ 前年比▲5.6％の減 ≫ 

   

２ 事業所数（従業者４人以上の事業所）

 事業所数は、3,320事業所と、前年に比べ 196事業所減少（前年比▲5.6％減）した。 
（１）業種別 

 業種別（産業中分類別）にみると、増加事業所数では輸送機械が最も多く、6事業所増（前
年比 7.4％増）で、次いで精密機械（2事業所増、同 40.0％増）の 2業種（前年 7業種）とな
っている。一方、減少したのは、金属製品（▲39事業所減、同▲6.9％減）、食料品（▲31事
業所減、同▲6.8％減）などの 16業種（前年 10業種）であった（表 2、図 3）。 
 業種別構成比をみると、金属製品が 526事業所で 15.8％（前年 16.1％）と最も高く、以下、
一般機械が 476事業所で 14.3％（同 13.9％）、食料品が 424事業所で 12.8％（同 12.9％）と、
この上位３業種で 43.0％（同 42.9％）を占め、次いでプラスチックが 241事業所で 7.3％（同
7.1％）、窯業・土石が 185事業所で 5.6％（同 5.5％）となった（表 2、図 3）。 
 

 
（２）従業者規模別             

図３　産業中分類別事業所

0

100

200

300

400

500

600

金
属
製
品

一
般
機
械

食
料
品

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

窯
業

・
土
石

印
刷
･

同
関
連

木
材

・
木
製
品

衣
服

化
学

電
子
部
品

電
気
機
械

非
鉄
金
属

家
具

・
装
備
品

そ
の
他

パ
ル
プ

・
紙

輸
送
機
械

繊
維

鉄
鋼

飲
料

・
飼
料

情
報
通
信

ゴ
ム
製
品

石
油

・
石
炭

精
密
機
械

な
め
し
革

事

業

所

数

▲ 20

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15

20

25

前

年

比

（
％

）

事業所数

前年比

前年比▲5.6%

40% 

 従業者規模別の構成比をみると、４～29 人規
模が 2,530 事業所で 76.2％（前年 77.9％）、30
～299人規模が 732事業所で 22.0％（同 20.6％）、
300人以上規模が 58事業所で 1.7％（同 1.6％）
であった。とりわけ、300～499 人規模の事業所
は3事業所増加し、37事業所となった（表3、図4）。 

 図４　従業者規模別事業所の構成比
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表２　産業中分類別事業所数
事　　業　　所　　数

17年 18年

構成比(%) 増減 前年比(%)
寄与度(%ﾎﾟｲﾝ
ﾄ)

富　山　県　計 3,516 3,320 100.0 ▲ 196 ▲ 5.6 ▲ 5.57

09 食 料 品 455 424 12.8 ▲ 31 ▲ 6.8 ▲ 0.88

10 飲 料 ・ 飼 料 39 39 1.2 0 0.0 0.00

11 繊 維 99 85 2.6 ▲ 14 ▲ 14.1 ▲ 0.40

12 衣 服 141 125 3.8 ▲ 16 ▲ 11.3 ▲ 0.46

13 木 材 ・ 木 製 品 150 136 4.1 ▲ 14 ▲ 9.3 ▲ 0.40

14 家 具 ・ 装 備 品 116 102 3.1 ▲ 14 ▲ 12.1 ▲ 0.40

15 パ ル プ ・ 紙 99 90 2.7 ▲ 9 ▲ 9.1 ▲ 0.26

16 印 刷 ･ 同 関 連 166 156 4.7 ▲ 10 ▲ 6.0 ▲ 0.28

17 化 学 122 119 3.6 ▲ 3 ▲ 2.5 ▲ 0.09

18 石 油 ・ 石 炭 12 12 0.4 0 0.0 0.00

19 プ ラ ス チ ッ ク 250 241 7.3 ▲ 9 ▲ 3.6 ▲ 0.26

20 ゴ ム 製 品 15 15 0.5 0 0.0 0.00

21 な め し 革 3 3 0.1 0 0.0 0.00

22 窯 業 ・ 土 石 193 185 5.6 ▲ 8 ▲ 4.1 ▲ 0.23

23 鉄 鋼 54 53 1.6 ▲ 1 ▲ 1.9 ▲ 0.03

24 非 鉄 金 属 106 104 3.1 ▲ 2 ▲ 1.9 ▲ 0.06

25 金 属 製 品 565 526 15.8 ▲ 39 ▲ 6.9 ▲ 1.11

26 一 般 機 械 488 476 14.3 ▲ 12 ▲ 2.5 ▲ 0.34

27 電 気 機 械 105 105 3.2 0 0.0 0.00

28 情 報 通 信 16 16 0.5 0 0.0 0.00

29 電 子 部 品 121 113 3.4 ▲ 8 ▲ 6.6 ▲ 0.23

30 輸 送 機 械 81 87 2.6 6 7.4 0.17

31 精 密 機 械 5 7 0.2 2 40.0 0.06

32 そ の 他 115 101 3.0 ▲ 14 ▲ 12.2 ▲ 0.40

表３　従業者規模別事業所数
事　　業　　所　　数

17年 18年

構成比(%) 増減 前年比(%)
寄与度(%ﾎﾟｲﾝ
ﾄ)

富　山　県　計 3,516 3,320 100.0 ▲ 196 ▲ 5.6 ▲ 5.57

2,738 2,530 76.2 ▲ 208 ▲ 7.6 ▲ 5.92

４ ～ ９ 人 1,575 1,332 40.1 ▲ 243 ▲ 15.4 ▲ 6.91

10 ～ 19 人 743 777 23.4 34 4.6 0.97

20 ～ 29 人 420 421 12.7 1 0.2 0.03

30～299人規模 723 732 22.0 9 1.2 0.26

30 ～ 99 人 536 553 16.7 17 3.2 0.48

100 ～ 299 人 187 179 5.4 ▲ 8 ▲ 4.3 ▲ 0.23

300人以上規模 55 58 1.7 3 5.5 0.09

300 ～ 499 人 34 37 1.1 3 8.8 0.09

500 ～ 999 人 14 15 0.5 1 7.1 0.03

1,000 人 以 上 7 6 0.2 ▲ 1 ▲ 14.3 ▲ 0.03
注：寄与度（＝当年増減数÷前年実数×１００）は、前年比に与えた影響度であり、絶対値が大きいほど影響が大きい。

４～29人規模

　　　　　　　　　項目

産業中分類

 　　　　　　　 　項目

従業者規模別
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                     ≪前年比 1.7％の増≫ 
 

３ 従業者数（従業者４人以上の事業所）

 従業者数は、126,030人と、前年に比べ 2,140人増加（前年比 1.7％増）した。 
（１）業種別 

 業種別（産業中分類別）にみると、増加したのは、一般機械（前年差 1,250人増、前年比
7.9％増）、非鉄金属（同 881人増、同 14.4％増）、輸送機械（同 430人増、同 8.3％増）
など 11業種（前年 10業種）であった。一方、減少したのは、木材・木製品（前年差▲354
人減、前年比▲12.7％減）、繊維（同▲307 人減、同▲9.3％減）、食料品（同▲190 人減、
同▲2.1％減）など 13業種（前年 14業種）であった（表４、図 5）。 

 

 業種別構成比をみると、金属製品が 20,079人で 15.9％（前年 16.0％）と最も高く、以下、
一般機械が 17,086人で 13.6％（同 12.8％）、化学が 11,040人で 8.8％（同 8.8％）、次い
で電子部品、プラスチックと、この上位５業種で 54.5％（同 54.1％）を占めている（表４、
図５）。 

 

 
  

図５　産業中分類別従業者数
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（２）従業者規模別                    

 従業者規模別の構成比をみると、30～299
人規模が 47.9％（前年 48.4％）で、300人
以上規模が 29.0％（同 27.0％）、４～29
人規模が 23.1％（同 24.5％）であった(表５、

図６)｡ 
 

（３）１事業所当たり従業者数 

 １事業所当たり従業者数は、38.0 人で、
前年に比べ 2.8人（前年比 8.0％）の増加となった。業種別にみると、電子部品が 94.9人（前
年 90.2人）と最も多く、以下、化学が 92.8人（同 88.9人）、鉄鋼 70.6人（同 69.3人）と
なった（表４）。 

図６　従業者規模別従業者数の構成比
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表４　産業中分類別従業者数

従　　業　　者　　数　（人）

17年 18年 17年 18年 前年比
構 成 比
(%)

増減数 前年比(%)
寄与度(%ﾎﾟ
ｲﾝﾄ)

（％）

富　山　県　計 123,890 126,030 100.0 2,140 1.7 1.73 35.2 38.0 8.0

09 食 料 品 9,097 8,907 7.1 ▲ 190 ▲ 2.1 ▲ 0.15 20.0 21.0 5.0

10 飲 料 ・ 飼 料 875 921 0.7 46 5.3 0.04 22.4 23.6 5.4

11 繊 維 3,304 2,997 2.4 ▲ 307 ▲ 9.3 ▲ 0.25 33.4 35.3 5.7

12 衣 服 3,368 3,206 2.5 ▲ 162 ▲ 4.8 ▲ 0.13 23.9 25.6 7.1

13 木 材 ・ 木 製 品 2,783 2,429 1.9 ▲ 354 ▲ 12.7 ▲ 0.29 18.6 17.9 ▲ 3.8

14 家 具 ・ 装 備 品 1,494 1,667 1.3 173 11.6 0.14 12.9 16.3 26.4

15 パ ル プ ・ 紙 3,830 3,655 2.9 ▲ 175 ▲ 4.6 ▲ 0.14 38.7 40.6 4.9

16 印 刷 ・ 同 関 連 2,822 2,785 2.2 ▲ 37 ▲ 1.3 ▲ 0.03 17.0 17.9 5.3

17 化 学 10,844 11,040 8.8 196 1.8 0.16 88.9 92.8 4.4

18 石 油 ・ 石 炭 212 207 0.2 ▲ 5 ▲ 2.4 0.00 17.7 17.3 ▲ 2.3

19 プ ラ ス チ ッ ク 9,680 9,774 7.8 94 1.0 0.08 38.7 40.6 4.9

20 ゴ ム 製 品 953 963 0.8 10 1.0 0.01 63.5 64.2 1.1

21 な め し 革 92 94 0.1 2 2.2 0.00 30.7 31.3 2.0

22 窯 業 ・ 土 石 3,804 3,803 3.0 ▲ 1 0.0 0.00 19.7 20.6 4.6

23 鉄 鋼 3,744 3,741 3.0 ▲ 3 ▲ 0.1 0.00 69.3 70.6 1.9

24 非 鉄 金 属 6,111 6,992 5.5 881 14.4 0.71 57.7 67.2 16.5

25 金 属 製 品 19,810 20,079 15.9 269 1.4 0.22 35.1 38.2 8.8

26 一 般 機 械 15,836 17,086 13.6 1,250 7.9 1.01 32.5 35.9 10.5

27 電 気 機 械 3,331 3,607 2.9 276 8.3 0.22 31.7 34.4 8.5

28 情 報 通 信 528 495 0.4 ▲ 33 ▲ 6.3 ▲ 0.03 33.0 30.9 ▲ 6.4

29 電 子 部 品 10,911 10,726 8.5 ▲ 185 ▲ 1.7 ▲ 0.15 90.2 94.9 5.2

30 輸 送 機 械 5,162 5,592 4.4 430 8.3 0.35 63.7 64.3 0.9

31 精 密 機 械 400 397 0.3 ▲ 3 ▲ 0.8 0.00 80.0 56.7 ▲ 29.1

32 そ の 他 4,899 4,867 3.9 ▲ 32 ▲ 0.7 ▲ 0.03 42.6 48.2 13.1

表５　従業者規模別従業者数

従　　業　　者　　数　（人）

17年 18年 17年 18年 前年比
構 成 比
(%)

増減数 前年比(%)
寄与度(%ﾎﾟ
ｲﾝﾄ)

（％）

富　山　県　計 123,890 126,030 100.0 2,140 1.7 1.73 35.2 38.0 8.0

30,371 29,113 23.1 ▲ 1,258 ▲ 4.1 ▲ 1.02 11.1 11.5 3.6

４ ～ ９ 人 9,571 8,174 6.5 ▲ 1,397 ▲ 14.6 ▲ 1.13 6.1 6.1 0.0

10 ～ 19 人 10,447 10,650 8.5 203 1.9 0.16 14.1 13.7 ▲ 2.8

20 ～ 29 人 10,353 10,289 8.2 ▲ 64 ▲ 0.6 ▲ 0.05 24.7 24.4 ▲ 1.2

30～299人規模 60,011 60,347 47.9 336 0.6 0.27 83.0 82.4 ▲ 0.7

30 ～ 99 人 29,319 30,229 24.0 910 3.1 0.73 54.7 54.7 0.0

100 ～ 299 人 30,692 30,118 23.9 ▲ 574 ▲ 1.9 ▲ 0.46 164.1 168.3 2.6

300人以上規模 33,508 36,570 29.0 3,062 9.1 2.47 609.2 630.5 3.5

300 ～ 499 人 12,881 14,274 11.3 1,393 10.8 1.12 378.9 385.8 1.8

500 ～ 999 人 8,666 10,112 8.0 1,446 16.7 1.17 619.0 674.1 8.9

1,000 人 以 上 11,961 12,184 9.7 223 1.9 0.18 1,708.7 2,030.7 18.8

注：寄与度（＝当年増減数÷前年実数×１００）は、前年比に与えた影響度であり、絶対値が大きいほど影響が大きい。

　　　　　　　　    項目

産業中分類

 　　　　　　　 　項目

従業者規模別

４～29人規模

1事業所当たり従業者数

1事業所当たり従業者数
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                        ≪前年比％3.8 増と 4 年連続の増加≫ 

 
４ 製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）

 製造品出荷額等は、３兆 7,254 億円で、前年に比べ 1,360 億円増加（前年比 3.8％増）し、
2003年（平成 15年）以来、4年連続の増加となった。 
（１）業種別 

 業種別（産業中分類別）にみると、増加したのは、非鉄金属（前年差 821億円増、前年比
27.4％増）、一般機械（同 633億円増、同 13.6％増）など 16業種（前年 11業種）であった。
一方、減少したのは、化学（前年差▲486億円減、前年比▲9.0％減）、木材・木製品（同▲
242億円減、同▲31.7％減）など 8業種（前年 13業種）であった（表 6、図７）。 
 業種別構成比をみると、一般機械が 5,269億円で 14.1％（前年 12.9％）と最も高く、以下、
化学が 4,892億円で 13.1％（同 15.0％）、金属製品が 4,307億円で 11.6％（同 12.2％）、
電子部品が 4,224億円で 11.3％（同 11.9％）、非鉄金属が 3,817億円で 10.2％（同 8.3％）
と、この上位５業種で製造品出荷額等の 60.4％（同 60.4％）を占めている(表 6､図 7)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）従業者規模別           

 従業者規模別の構成比をみると、30～299 人規模が
50.8％（前年 50.0％）、300人以上規模が 38.8％（同
38.9％）、４～29人規模が 10.4％（前年 11.1％）とな
った。金額では 300人以上規模及び 30～299人規模で
増加となり、4～29 人規模では減少となった。(表 7､図

8)｡ 
 
（３）１事業所当たり製造品出荷額等 

 １事業所当たり製造品出荷額等は、11億 2,211万円（前年 10億 2,086万円）で、前年に
比べ 1 億 125 万円（前年比 9.9％増）の増加となった。業種別にみると、石油・石炭が 121
億 8,746万円と最も高く、次いで化学の 41億 1,056万円、電子部品の 37億 3,847万円の順
となっている（表６）。 

 

図７　産業中分類別製造品出荷額等
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図８　従業者規模別製造品出荷額等の構成比
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表６　産業中分類別製造品出荷額等

1事業所当たり製造品出荷額等（万円）

17年 18年

構成比(%) 増減額 前年比(%)
寄与度 (%
ﾎﾟｲﾝﾄ)

17年 18年 前年比(%)

富　山　県　計 358,935,088 372,539,014 100.0 13,603,926 3.8 3.79 102,086 112,211 9.9

09 食 料 品 12,356,704 11,806,008 3.2 ▲ 550,696 ▲ 4.5 ▲ 0.15 27,158 27,844 2.5

10 飲 料 ・ 飼 料 3,305,285 3,441,164 0.9 135,879 4.1 0.04 84,751 88,235 4.1

11 繊 維 5,198,308 4,539,496 1.2 ▲ 658,812 ▲ 12.7 ▲ 0.18 52,508 53,406 1.7

12 衣 服 3,046,430 2,740,611 0.7 ▲ 305,819 ▲ 10.0 ▲ 0.09 21,606 21,925 1.5

13 木材・木製品 7,630,405 5,215,263 1.4 ▲ 2,415,142 ▲ 31.7 ▲ 0.67 50,869 38,348 ▲ 24.6

14 家具・装備品 2,334,944 4,572,701 1.2 2,237,757 95.8 0.62 20,129 44,830 122.7

15 パ ル プ ・ 紙 14,072,085 14,371,842 3.9 299,757 2.1 0.08 142,142 159,687 12.3

16 印刷・同関連品 3,893,119 3,957,427 1.1 64,308 1.7 0.02 23,453 25,368 8.2

17 化 学 53,777,370 48,915,639 13.1 ▲ 4,861,731 ▲ 9.0 ▲ 1.35 440,798 411,056 ▲ 6.7

18 石 油 ・ 石 炭 12,254,509 14,624,954 3.9 2,370,445 19.3 0.66 1,021,209 1,218,746 19.3

19 プラスチック 19,209,206 19,654,561 5.3 445,355 2.3 0.12 76,837 81,554 6.1

20 ゴ ム 製 品 1,246,569 1,270,428 0.3 23,859 1.9 0.01 83,105 84,695 1.9

21 な め し 革 147,761 144,073 0.0 ▲ 3,688 ▲ 2.5 0.00 49,254 48,024 ▲ 2.5

22 窯 業 ・ 土 石 8,792,336 8,914,868 2.4 122,532 1.4 0.03 45,556 48,188 5.8

23 鉄 鋼 14,173,967 15,923,982 4.3 1,750,015 12.3 0.49 262,481 300,452 14.5

24 非 鉄 金 属 29,958,161 38,170,559 10.2 8,212,398 27.4 2.29 282,624 367,025 29.9

25 金 属 製 品 43,967,234 43,069,324 11.6 ▲ 897,910 ▲ 2.0 ▲ 0.25 77,818 81,881 5.2

26 一 般 機 械 46,366,622 52,693,354 14.1 6,326,732 13.6 1.76 95,014 110,700 16.5

27 電 気 機 械 5,770,292 6,806,478 1.8 1,036,186 18.0 0.29 54,955 64,824 18.0

28 情 報 通 信 484,044 526,464 0.1 42,420 8.8 0.01 30,253 32,904 8.8

29 電 子 部 品 42,619,156 42,244,710 11.3 ▲ 374,446 ▲ 0.9 ▲ 0.10 352,224 373,847 6.1

30 輸 送 機 械 13,495,714 14,022,506 3.8 526,792 3.9 0.15 166,614 161,178 ▲ 3.3

31 精 密 機 械 556,079 624,926 0.2 68,847 12.4 0.02 111,216 89,275 ▲ 19.7

32 そ の 他 14,278,788 14,287,676 3.8 8,888 0.1 0.00 124,163 141,462 13.9

表７　従業者規模別製造品出荷額等

1事業所当たり製造品出荷額等（万円）

17年 18年

構成比(%) 増減額 前年比(%)
寄与度 (%
ﾎﾟｲﾝﾄ)

17年 18年 前年比(%)

富　山　県　計 358,935,088 372,539,014 100.0 13,603,926 3.8 3.79 102,086 112,211 9.9

39,785,748 38,674,858 10.4 ▲ 1,110,890 ▲ 2.8 ▲ 0.31 14,531 15,287 5.2

４ ～ ９ 人 10,120,462 8,974,700 2.4 ▲ 1,145,762 ▲ 11.3 ▲ 0.32 6,426 6,738 4.9

10 ～ 19 人 14,300,199 14,100,491 3.8 ▲ 199,708 ▲ 1.4 ▲ 0.06 19,247 18,147 ▲ 5.7

20 ～ 29 人 15,365,087 15,599,667 4.2 234,580 1.5 0.07 36,584 37,054 1.3

30～299人規模 179,351,423 189,170,777 50.8 9,819,354 5.5 2.74 248,066 258,430 4.2

30 ～ 99 人 64,203,056 71,435,217 19.2 7,232,161 11.3 2.01 119,782 129,178 7.8

100 ～ 299 人 115,148,367 117,735,560 31.6 2,587,193 2.2 0.72 615,767 657,741 6.8

300人以上規模 139,797,917 144,693,379 38.8 4,895,462 3.5 1.36 2,541,780 2,494,713 ▲ 1.9

300 ～ 499 人 52,513,384 51,045,951 13.7 ▲ 1,467,433 ▲ 2.8 ▲ 0.41 1,544,511 1,379,620 ▲ 10.7

500 ～ 999 人 44,313,978 53,710,377 14.4 9,396,399 21.2 2.62 3,165,284 3,580,692 13.1

1,000 人 以 上 42,970,555 39,937,051 10.7 ▲ 3,033,504 ▲ 7.1 ▲ 0.85 6,138,651 6,656,175 8.4

注：寄与度（＝当年増減数÷前年実数×１００）は、前年比に与えた影響度であり、絶対値が大きいほど影響が大きい。

　　　　　　　項目

産業中分類

 　　　　　　項目

従業者規模別

４～29人規模

　　　　製　造　品　出　荷　額　等　（万円）

　　　　製　造　品　出　荷　額　等　（万円）
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                        ≪前年比▲6.6％減≫  
 
５ 付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

 付加価値額は、１兆 4,363 億円と、前年に比べ 1,015 億円減少（前年比▲6.6％減）した。 

 

（１）業種別 

 業種別（産業中分類別）にみると、増加したのは一般機械（前年差 143 億円増、前年比 7.7％

増）、家具・装備品（同 120 億円増、同 126.6％増）など 9 業種であった。一方、減少したの

は、化学（前年差▲392 億円減、前年比▲12.2％減）、金属製品（同▲261 億円減、同▲14.5％

減）、鉄鋼（同▲214 億円減、同▲38.2％減）など 15 業種であった（表８、図９）。 

なお、製造品出荷額等、付加価値額ともに増加したのは、9業種であった。（表６、表８）。 

 業種別構成比をみると、化学が 2,826 億円で 19.7％（前年 20.9％）を占め、以下、電子部

品が 2,298 億円で 16.0％（同 16.3％）、一般機械が 1,995 億円で 13.9％（同 12.0％）、金属

製品が 1,532 億円で 10.7％（同 11.7％）、プラスチックが 791 億円で 5.5％（同 5.0％）と、

この上位 5業種で付加価値額の 65.7％（同 65.9％）を占めている（表８､図９）。 

 

図９　産業中分類別付加価値額
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図１０　従業者規模別付加価値額の構成比
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 従業者規模別にみると、30～299人規模が49.1％（前

年 44.7％）、300 人以上規模が 37.8％（同 42.8％）、

4～29 人規模が 13.1％（同 12.5％）であった（表 9、図

10）。 
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17年 18年

構成比(%) 増減額 前年比(%)
寄 与 度 (%
ﾎﾟｲﾝﾄ)

富　山　県　計 153,781,981 143,634,060 100.0 ▲ 10,147,921 ▲ 6.6 ▲ 6.60

09 食 料 品 4,855,537 4,507,037 3.1 ▲ 348,500 ▲ 7.2 ▲ 0.23

10 飲 料 ・ 飼 料 1,138,623 1,289,107 0.9 150,484 13.2 0.10

11 繊 維 2,246,825 1,780,428 1.2 ▲ 466,397 ▲ 20.8 ▲ 0.30

12 衣 服 1,549,108 1,297,768 0.9 ▲ 251,340 ▲ 16.2 ▲ 0.16

13 木 材 ・ 木 製 品 2,959,047 1,724,599 1.2 ▲ 1,234,448 ▲ 41.7 ▲ 0.80

14 家 具 ・ 装 備 品 946,318 2,144,346 1.5 1,198,028 126.6 0.78

15 パ ル プ ・ 紙 5,938,544 5,789,086 4.0 ▲ 149,458 ▲ 2.5 ▲ 0.10

16 印 刷 ・ 同 関 連 1,948,066 1,888,826 1.3 ▲ 59,240 ▲ 3.0 ▲ 0.04

17 化 学 32,181,450 28,264,537 19.7 ▲ 3,916,913 ▲ 12.2 ▲ 2.55

18 石 油 ・ 石 炭 1,151,041 498,729 0.3 ▲ 652,312 ▲ 56.7 ▲ 0.42

19 プ ラ ス チ ッ ク 7,715,217 7,913,851 5.5 198,634 2.6 0.13

20 ゴ ム 製 品 662,535 674,094 0.5 11,559 1.7 0.01

21 な め し 革 51,923 50,021 0.0 ▲ 1,902 ▲ 3.7 ▲ 0.00

22 窯 業 ・ 土 石 3,950,640 3,789,231 2.6 ▲ 161,409 ▲ 4.1 ▲ 0.10

23 鉄 鋼 5,615,056 3,471,417 2.4 ▲ 2,143,639 ▲ 38.2 ▲ 1.39

24 非 鉄 金 属 5,711,909 6,289,801 4.4 577,892 10.1 0.38

25 金 属 製 品 17,922,277 15,315,875 10.7 ▲ 2,606,402 ▲ 14.5 ▲ 1.69

26 一 般 機 械 18,514,072 19,948,647 13.9 1,434,575 7.7 0.93

27 電 気 機 械 2,227,228 2,623,300 1.8 396,072 17.8 0.26

28 情 報 通 信 268,458 243,722 0.2 ▲ 24,736 ▲ 9.2 ▲ 0.02

29 電 子 部 品 25,072,955 22,981,330 16.0 ▲ 2,091,625 ▲ 8.3 ▲ 1.36

30 輸 送 機 械 4,381,166 4,820,630 3.4 439,464 10.0 0.29

31 精 密 機 械 217,731 232,799 0.2 15,068 6.9 0.01

32 そ の 他 6,556,255 6,094,879 4.2 ▲ 461,376 ▲ 7.0 ▲ 0.30

17年 18年

構成比(%) 増減額 前年比(%)
寄 与 度 (%
ﾎﾟｲﾝﾄ)

富　山　県　計 153,781,981 143,634,060 100.0 ▲ 10,147,921 ▲ 6.6 ▲ 6.60

4～29人(粗付加価値額) 19,226,370 18,819,926 13.1 ▲ 406,444 ▲ 2.1 ▲ 0.26

４ ～ ９ 人 5,162,367 4,491,844 3.1 ▲ 670,523 ▲ 13.0 ▲ 0.44

10 ～ 19 人 6,547,416 6,724,236 4.7 176,820 2.7 0.11

20 ～ 29 人 7,516,587 7,603,846 5.3 87,259 1.2 0.06

30～299人(付加価値額) 68,718,116 70,564,200 49.1 1,846,084 2.7 1.20

30 ～ 99 人 25,265,074 26,353,055 18.3 1,087,981 4.3 0.71

100 ～ 299 人 43,453,042 44,211,145 30.8 758,103 1.7 0.49

300人以上(付加価値額) 65,837,495 54,249,934 37.8 ▲ 11,587,561 ▲ 17.6 ▲ 7.54

300 ～ 499 人 24,309,160 18,267,872 12.7 ▲ 6,041,288 ▲ 24.9 ▲ 3.93

500 ～ 999 人 20,954,959 20,484,858 14.3 ▲ 470,101 ▲ 2.2 ▲ 0.31

1,000 人 以 上 20,573,376 15,497,204 10.8 ▲ 5,076,172 ▲ 24.7 ▲ 3.30
注：寄与度（＝当年増減数÷前年実数×１００）は、前年比に与えた影響度であり、絶対値が大きいほど影響が大きい。

表８　産業中分類別付加価値額

表９　従業者規模別付加価値額

　　　　　　　　項目

産業中分類

　　　　　　　　項目

産業中分類

付加価値額（万円）　（従業者29人以下は粗付加価値額）

付加価値額（万円）　（従業者29人以下は粗付加価値額）
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                          ≪前年比 31.3％増≫ 
 

６ 有形固定資産投資総額（従業者 30 人以上の事業所）

 有形固定資産投資総額は、1,820 億円と前年（1,386 億円）に比べ 434 億円増加（前年比 31.3％

増）した。 

（１）業種別 

 業種別（産業中分類別）にみると、増加したのは、プラスチック（前年差 136 億円増、前年

比 215％増）、電子部品（同 73 億円増、同 80.8％増）、化学（同 64 億円増、同 20.6％増）、

など 15 業種（前年 10 業種）であった一方、減少したのは、飲料・飼料（前年差▲11 億円減、

前年比▲85.7％減）、非鉄金属（同▲7 億円減、同▲4.6％減）など 6 業種（前年 11 業種）で

あった。（表 10、図 11。3業種は秘匿値）。 

 なお、有形固定資産取得額（土地を含む）及び建設仮勘定の年間増減は、設備投資などに左

右され、もともと年変動が大きく、業種別の増減や前年比は大きく変動する傾向がある。 

 業種別の構成比をみると、化学が 376 億円（前年 312 億円）で 20.7％（同 22.5％）を占め、

以下、一般機械が 240 億円（同 189 億円）で 13.2％（同 13.6％）、プラスチックが 199 億円

（同 63 億円）で 10.9％（同 4.6％）となっている（表 10）。 

図１１　産業中分類別有形固定資産投資総額
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（２）有形固定資産投資総額の内訳 

 土地を除く有形固定資産が 1,777 億円（前年差 319 億円増、前年比 21.9％増）、土地（土地

評価替えによる増減も含む）が 61 億円（同 27 億円増、同 78.1％増）であった（表 10）。 
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有形固定資産の投資総額（万円）　（従業者30人以上の事業所）

17年 18年

構成比(%) 増減額 前年比(%)
寄与度(%ﾎﾟ
ｲﾝﾄ)

富　山　県　計 13,864,459 18,203,703 100.0 4,339,244 31.3 31.30

09 食 料 品 276,730 397,189 2.2 120,459 43.5 0.87

10 飲 料 ・ 飼 料 129,242 18,467 0.1 ▲ 110,775 ▲ 85.7 ▲ 0.80

11 繊 維 103,975 124,096 0.7 20,121 19.4 0.15

12 衣 服 13,260 13,323 0.1 63 0.5 0.00

13 木 材 ・ 木 製 品 114,388 112,651 0.6 ▲ 1,737 ▲ 1.5 ▲ 0.01

14 家 具 ・ 装 備 品 11,949 9,992 0.1 ▲ 1,957 ▲ 16.4 ▲ 0.01

15 パ ル プ ・ 紙 883,674 912,881 5.0 29,207 3.3 0.21

16 印 刷 ・ 同 関 連 品 123,448 109,448 0.6 ▲ 14,000 ▲ 11.3 ▲ 0.10

17 化 学 3,121,491 3,763,475 20.7 641,984 20.6 4.63

18 石 油 ・ 石 炭 χ χ χ χ χ χ

19 プ ラ ス チ ッ ク 632,166 1,991,205 10.9 1,359,039 215.0 9.80

20 ゴ ム 製 品 31,337 42,996 0.2 11,659 37.2 0.08

21 な め し 革 χ χ χ χ χ χ

22 窯 業 ・ 土 石 292,133 429,048 2.4 136,915 46.9 0.99

23 鉄 鋼 703,534 1,034,480 5.7 330,946 47.0 2.39

24 非 鉄 金 属 1,507,529 1,438,854 7.9 ▲ 68,675 ▲ 4.6 ▲ 0.50

25 金 属 製 品 1,213,990 1,346,607 7.4 132,617 10.9 0.96

26 一 般 機 械 1,885,605 2,395,030 13.2 509,425 27.0 3.67

27 電 気 機 械 113,681 268,228 1.5 154,547 135.9 1.11

28 情 報 通 信 2,417 2,885 0.0 468 19.4 0.00

29 電 子 部 品 908,536 1,642,387 9.0 733,851 80.8 5.29

30 輸 送 機 械 788,420 1,174,391 6.5 385,971 49.0 2.78

31 精 密 機 械 χ χ χ χ χ χ

32 そ の 他 952,913 911,458 5.0 ▲ 41,455 ▲ 4.4 ▲ 0.30

種類別構成比

土地 341,094 607,330 3.3 266,236 78.1 1.92

土地を除く取得額 14,579,360 17,769,626 97.6 3,190,266 21.9 23.01

建設仮勘定の増減 ▲ 1,055,995 ▲ 173,253 ▲ 1.0 882,742 83.6 6.37

注：寄与度（＝当年増減数÷前年実数×１００）は、前年比に与えた影響度であり、絶対値が大きいほど影響が大きい。

　　　　　　　　項目

産業中分類

表１０　産業中分類別有形固定資産投資総額

１３



                             ≪年間契約額は 541 億円≫ 
 

 リース契約は、契約額（18 年に新規契約し物件の納入があったもの）では 541 億円（前年

722 億円）、年間支払額（18 年以前に契約したものを含む）では 341 億円（同 319 億円）とな

った（表 11、図 12）。 

 

 

（１）リース契約額 

 契約額を業種別（産業中分類別）にみると、電子部品が374億6千万円で69.2％（前年84.9％）、

非鉄金属が 38 億 8 千万円で 7.2％（同 1.0％）、一般機械が 28 億 9 千万円で 5.3％（同 3.7％）

であった（表 11、図 12）。 

 

（２）リース支払額 

 年間支払額を業種別にみると、電子部品が 193 億 7 千万円で 57.0％（前年 56.5％）、化学

が 32 億 8 千万円で 9.6％（同 10.4％）であった（表 11、図 12）。 

 

 

 

７ リース契約額及び支払額（従業者 30 人以上の事業所） 

図１２　産業中分類別リース契約
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表１１　産業中分類別リース契約

契約額（万円） 支払額（万円）
17年 18年 前年比 17年 18年 前年比

構成比(%) (%) 構成比(%) (%)

富　山　県　計 7,224,890 5,414,597 100.0 ▲ 25.1 ▲ 25.06 3,187,431 3,407,364 100.0 6.9 6.90

09 食 料 品 30,683 20,316 0.4 ▲ 33.8 ▲ 0.14 54,086 47,229 1.4 ▲ 12.7 ▲ 0.22

10 飲 料 ・ 飼 料 4,118 1,099 0.0 ▲ 73.3 ▲ 0.04 12,330 14,644 0.4 18.8 0.07

11 繊 維 19,000 20,232 0.4 6.5 0.02 19,650 23,081 0.7 17.5 0.11

12 衣 服 2,190 6,663 0.1 204.2 0.06 4,485 5,869 0.2 30.9 0.04

13 木 材 ・ 木 製 品 22,265 8,392 0.2 ▲ 62.3 ▲ 0.19 40,976 29,608 0.9 ▲ 27.7 ▲ 0.36

14 家 具 ・ 装 備 品 10,921 5,972 0.1 ▲ 45.3 ▲ 0.07 7,408 14,431 0.4 94.8 0.22

15 パ ル プ ・ 紙 5,935 17,561 0.3 195.9 0.16 37,822 28,809 0.8 ▲ 23.8 ▲ 0.28

16 印 刷 ・ 同 関 連 7,564 6,173 0.1 ▲ 18.4 ▲ 0.02 15,986 18,210 0.5 13.9 0.07

17 化 学 192,609 256,879 4.7 33.4 0.89 331,743 327,603 9.6 ▲ 1.2 ▲ 0.13

18 石 油 ・ 石 炭 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

19 プ ラ ス チ ッ ク 121,799 189,920 3.5 55.9 0.94 147,131 138,511 4.1 ▲ 5.9 ▲ 0.27

20 ゴ ム 製 品 - 211 - - - 278 477 0.0 71.6 0.01

21 な め し 革 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

22 窯 業 ・ 土 石 10,106 25,196 0.5 149.3 0.21 26,049 26,182 0.8 0.5 0.00

23 鉄 鋼 11,734 19,371 0.4 65.1 0.11 64,108 79,526 2.3 24.1 0.48

24 非 鉄 金 属 75,060 387,859 7.2 416.7 4.33 71,097 129,230 3.8 81.8 1.82

25 金 属 製 品 127,385 112,953 2.1 ▲ 11.3 ▲ 0.20 116,553 127,275 3.7 9.2 0.34

26 一 般 機 械 267,292 289,108 5.3 8.2 0.30 207,066 228,228 6.7 10.2 0.66

27 電 気 機 械 10,957 18,448 0.3 68.4 0.10 28,961 37,431 1.1 29.2 0.27

28 情 報 通 信 χ 601 0.0 χ χ χ 144 0.0 χ χ

29 電 子 部 品 6,136,219 3,746,379 69.2 ▲ 38.9 ▲ 33.08 1,799,625 1,936,746 56.8 7.6 4.30

30 輸 送 機 械 143,242 247,073 4.6 72.5 1.44 111,874 130,261 3.8 16.4 0.58

31 精 密 機 械 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

32 そ の 他 15,013 23,524 0.4 56.7 0.12 78,190 52,272 1.5 ▲ 33.1 ▲ 0.81

注1：リース契約額は、当該年中に新規契約し納入のあった物件の総契約額である。
注2：リース支払額は、当該年中に支払った総支払額である。
注3：寄与度（＝当年増減数÷前年実数×１００）は、前年比に与えた影響度であり、絶対値が大きいほど影響が大きい。

リース契約　（従業者30人以上の事業所）

寄与度

(%ﾎﾟｲﾝﾄ)

　　　　　　　　　　　　項目

産業中分類
寄与度

(%ﾎﾟｲﾝﾄ)
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              ≪製造品出荷額等は 3つの地域で増加≫ 
               

８ 地域別の動き 

 新川地域、砺波地域は電子部品、富山地域は化学、高岡・射水地域は金属製品が中心となっ

ている（表 12）。 
 
（１）事業所数 

 事業所数は、高岡・射水地域が 1,264事業所（構成比 38.1％）と最も多く、以下、富山地域
が 1,203事業所（同 36.2％）、砺波地域が 465 事業所（同 14.0％）、新川地域が 388事業所
（同 11.7％）となった。 
 前年に比べ、高岡・射水地域が▲84事業所の減少（同▲6.2％減）、富山地域が▲52事業所
の減少（同▲4.1％減）となるなど、全ての地域で減少した（表 13、図 13）。 
 
（２）従業者数 

 従業者数は、富山地域が 51,222 人（構成比 40.6％）と最も多く、以下、高岡・射水地域が
41,699人（同 33.1％）、新川地域が 18,975人（同 15.1％）、砺波地域が 14,134人（同 11.2％）
となった。 
 前年に比べ、富山地域が 976人の増加（同 1.9％増）、高岡・射水地域で 749人増加（前年
比 1.8％増）、新川地域が 627人の増加（同 3.4％増）となり、砺波地域が▲212人の減少（同
▲1.5％減）となった（表 13、図 13）。 
 
（３）製造品出荷額等 

 製造品出荷額等は、富山地域が１兆 5,970億円（構成比 42.9％）と最も多く、以下、高岡・
射水地域が１兆 2,135 億円（同 32.6％）、砺波地域が 4,732 億円（同 12.7％）、新川地域が
4,417億円（同 11.9％）となった。 
 前年に比べ、富山地域が 985億円の増加（前年比％6.6増）、高岡・射水地域が 447億円の
増加（同 3.8％増）、砺波地域が 54億円の増加（同 1.2％増）と 3地域で増加したが、新川地
域が▲126億円の減少（同▲2.8％減）と減少した（表 13、図 13）。 
 
 

項目　 事業所数 従業者数 製造品出荷額

地域･市町村 (人） 等（百万円）

3,320 126,030 3,725,390 高岡･射水地域 1,264 41,699 1,213,493
新川地域 388 18,975 441,750 高 岡 市 642 19,062 551,126

魚 津 市 152 5,054 152,542 氷 見 市 168 4,747 100,501
黒 部 市 126 8,861 185,846 小 矢部市 153 4,832 88,733
入 善 町 76 4,242 89,338 射 水 市 301 13,058 473,133
朝 日 町 34 818 14,024 砺波地域 465 14,134 473,192

富山地域 1,203 51,222 1,596,955 砺 波 市 190 5,246 224,261
富 山 市 932 38,853 1,246,967 南 砺 市 275 8,888 248,931
滑 川 市 128 6,407 190,363
舟 橋 村 4 334 11,350
上 市 町 69 3,270 86,343
立 山 町 70 2,358 61,932

一般機械、金属製品

主な業種

電子部品、一般機械
プラスチック、化学
電子部品、一般機械

金属製品、非鉄金属
化  学、金属製品
金属製品、プラスチック
金属製品、輸送機械
非鉄金属、鉄鋼
電子部品、金属製品
電子部品、非鉄金属

電子部品、一般機械
化  学、一般機械
化  学、一般機械
一般機械、金属製品

電子部品、その他
電子部品、その他
その他、金属製品
電子部品、輸送機械

表12　地域･市町村別事業所数、従業者数、製造品出荷額等
        （従業者４人以上の事業所）

事 業 所
数

主な業種

富山県計

　　　　項目
地域･市町村

従 業 者 数
(人)

製造品出荷額
等(百万円）

金属製品、化学
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17年 18年

構成比（％） 増減 前年比(%) 寄与度

事業所数 3,516 3,320 100.0 ▲ 196 ▲ 5.6 ▲ 5.57

新川地域 407 388 11.7 ▲ 19 ▲ 4.7 ▲ 0.54

富山地域 1,255 1,203 36.2 ▲ 52 ▲ 4.1 ▲ 1.48

高岡・射水地域 1,348 1,264 38.1 ▲ 84 ▲ 6.2 ▲ 2.39

砺波地域 506 465 14.0 ▲ 41 ▲ 8.1 ▲ 1.17

従業者数（人） 123,890 126,030 100.0 2,140 1.7 1.73

新川地域 18,348 18,975 15.1 627 3.4 0.51

富山地域 50,246 51,222 40.6 976 1.9 0.79

高岡・射水地域 40,950 41,699 33.1 749 1.8 0.60

砺波地域 14,346 14,134 11.2 ▲ 212 ▲ 1.5 ▲ 0.17

製造品出荷額等(万円) 358,935,088 372,539,014 100.0 13,603,926 3.8 3.79

新川地域 45,435,280 44,174,966 11.9 ▲ 1,260,314 ▲ 2.8 ▲ 0.35

富山地域 149,842,992 159,695,528 42.9 9,852,536 6.6 2.74

高岡・射水地域 116,875,962 121,349,291 32.6 4,473,329 3.8 1.25

砺波地域 46,780,854 47,319,229 12.7 538,375 1.2 0.15
注：寄与度（＝当年増減数÷前年実数×１００）は、前年比に与えた影響度であり、絶対値が大きいほど影響が大きい。

　　　　　　　　　　　調査年
項目･地域

表13　地 域 別 の 概 況

図13　地域別主要項目の前年比
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出荷額等(H18)

％

　地域名　　　　　　　　市　　　町　　　村　　　名
新川地域　　　　　魚津市･黒部市･入善町･朝日町
富山地域　　　　　富山市・滑川市・舟橋村・上市町･立山町
高岡･射水地域　 高岡市・氷見市・小矢部市・射水市
砺波地域　　　　　砺波市・南砺市

出
荷
額
等

従
業
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